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物流特殊指定に関する講習動画



知って守って下請法

～豊富な事例で実務に
役立つ～

下請取引適正化推
進講習動画テキス

ト

優越的地位の濫用
～知っておきたい取
引ルール～

物流特殊指定

知っておきたい「物流
分野の取引ルール」

本動画において利用した資料等

1

本動画の内容は、以下のパンフレットの内容を基に作成しています。

さらなる理解を深めるためには、各種パンフレットを公正取引委員会のウェ

ブサイトよりダウンロードいただき、参考にしてください。

掲載URL トップページ＞報道発表・広報活動＞各種パンフレット

https://www.jftc.go.jp/houdou/panfu.html



第１部
優越的地位の濫用規制の概要

2（出典：「物流特殊指定 知っておきたい「物流分野の取引ルール」）



3（出典：「物流特殊指定 知っておきたい「物流分野の取引ルール」）



取引上優越した地位にある事業者が、取引の相手方に対し、協賛金負担

や従業員派遣などをさせることにより、正常な商慣習に照らして不当に不利

益を与えることを禁止しています。
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優越的地位の濫用規制とは

（出典：「知って守って下請法」）



5（出典：「知って守って下請法」、「優越的地位の濫用～知っておきたい取引ルール～」）

優越的地位

優越的地位の濫用に該当するかどうかは、３つの要素から判断されます。

正常な商慣習に
照らして不当に

濫用行為

以下の事項を総合的に考慮

① 取引の相手方の行為者に対する取引依存度

② 行為者の市場における地位

③ 取引の相手方にとっての取引先変更の可能性

④ その他行為者と取引することの必要性を示す具体的事実

公正な競争秩序の維持・促進の立場から是認されるものをいい、現に

存在する商慣習に合致しているからといって、直ちにその行為が正当化

されることにはなりません。

①購入・利用強制 ②協賛金等の負担の要請

③従業員等の派遣の要請 ④その他経済上の利益の提供の要請

⑤受領拒否 ⑥返品 ⑦支払遅延 ⑧減額

⑨取引の対価の一方的設定 ⑩やり直しの要請 ⑪その他



下請法の概要
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正式名称は 「下請代金支払遅延等防止法」（昭和３１年制定）

「この法律は、下請代金の支払遅延等を防止することによつて、親事業者の

下請事業者に対する取引を公正ならしめるとともに、下請事業者の利益を保

護し、もつて国民経済の健全な発達に寄与すること」 を目的としている

・下請取引の公正化

・下請事業者の利益保護



下請法と独占禁止法との関係
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下請法は、独占禁止法を補完する法律として制定

独占禁止法（優越的地位の濫用）による規制は、個別の認
定（行為者の取引上の地位が優越しているのか、行為に
よって不当に不利益を与えたのか等）に相当の期間を要す
る。

そこで、下請法は、規制対象に当てはまる取引の発注者
（親事業者）を「優越的地位にある」ものとして取り扱い、下
請取引に係る親事業者の不当な行為を迅速かつ効果的に
規制し、下請事業者の利益保護を図るものである。



下請法で用いる用語の定義
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（以降は、この用語を用います。）

用語 定義

親事業者 製造委託等をする立場の事業者

下請事業者 製造委託等を受ける立場の事業者

業として 事業者が、ある行為を反復継続的に行っており、社会通念上、
業務の遂行とみることができる場合

委託 親事業者が下請事業者に対し、規格、品質、性能等を指定し
て依頼すること

下請代金 親事業者が下請事業者に支払う製造委託等の代金



親事業者の義務及び禁止行為
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親事業者の禁止行為

【第４条第１項に該当する行為】

（第４条第１項第１号から７号）

①受領拒否の禁止

②下請代金の支払遅延の禁止

③下請代金の減額の禁止

④返品の禁止

⑤買いたたきの禁止

⑥購入・利用強制の禁止

⑦報復措置の禁止

【第４条第２項に該当する行為】

（第４条第２項第１号から第４号）

⑧有償支給原材料等の対価の早期決済の禁止

⑨割引困難な手形の交付の禁止

⑩不当な経済上の利益の提供要請の禁止

⑪不当な給付内容の変更・やり直しの禁止

（出典：「知って守って下請法」）

親事業者の義務

①書面の交付義務（第３条）

②書類作成・保存義務（第５条）

③下請代金の支払期日を定める義務

（第２条の２）

④遅延利息の支払義務（第４条の２）



下請法の適用対象
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下請法は、事業者同士が行う全ての取引に適用されるものでは

なく、適用対象となる取引のことを下請取引と定義して、

取引の内容及び資本金区分の２つの条件に合致する取引に適用

されます。

（出典：「知って守って下請法」）
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下請法の規制対象となる取引は、「製造委託」、「修理委託」、
「情報成果物作成委託」、「役務提供委託」の４つに大別されま
す。

（出典：「知って守って下請法」）



12（出典：「知って守って下請法」）
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取引の内容と資本金区分をまとめると以下のとおりです。

（出典：「知って守って下請法」）



親事業者の義務とは
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下請取引の公正化及び下請事業者の利益保護のため、親事業者には

以下の４つの義務が課せられています。



親事業者の義務（発注書面の必要記載事項①）
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口頭発注による様々なトラブルを未然に防止するため、親事業者は発注に当たっ

て、発注内容を明確に記載した書面を直ちに交付する義務があります。

記載すべき事項は、以下のとおりです。

（出典：「知って守って下請法」）

発注書面に記載すべき事項

① 親事業者及び下請事業者の名称

② 製造委託、修理委託、情報成果物作成委
託又は役務提供委託をした日
③ 下請事業者の給付の内容
④ 下請事業者の給付を受領する期日
⑤ 下請事業者の給付を受領する場所

⑥ 下請事業者の給付の内容について検査を
する場合は、検査を完了する期日
⑦ 下請代金の額
⑧ 下請代金の支払期日

⑨ 手形を交付する場合は、手形の金額及び
手形の満期

⑩ 一括決済方式で支払う場合は、金融機
関名、貸付け又は支払可能額、親事業者
が下請代金債権相当額又は下請代金債
務相当額を金融機関へ支払う期日

⑪ 電子記録債権で支払う場合は、電子記
録債権の額及び電子記録債権の満期日

⑫ 原材料等を有償支給する場合は、品名、
数量、対価、引渡しの期日、決済期日及
び決済方法



親事業者の義務（書類の作成・保存義務①）

16（出典：「知って守って下請法」）

具体的な必要記載事項

① 下請事業者の名称

② 製造委託、修理委託、情報成果物作成委
託又は役務提供委託をした日
③ 下請事業者の給付の内容
④ 下請事業者の給付を受領する期日

⑤ 下請事業者から受領した給付の内容及び
給付を受領した日

⑥ 下請事業者の給付の内容について検査を
した場合は、検査を完了した日、検査の結果
及び検査に合格しなかった給付の取扱い

⑦ 下請事業者の給付の内容について、変更
又はやり直しをさせた場合は、内容及び理由

⑧ 下請代金の額
⑨ 下請代金の支払期日

⑩ 下請代金の額に変更があった場合は、
増減額及び理由

⑪ 支払った下請代金の額、支払った日及
び支払手段

⑫ 下請代金の支払につき手形を交付した
場合は、手形の金額、手形を交付した日
及び手形の満期

（次頁に続きます。）



親事業者の義務（書類の作成・保存義務①´）

17（出典：「知って守って下請法」）

具体的な必要記載事項（続き）

（前頁からの続きです。）

⑬ 一括決済方式で支払うこととした場合は、
金融機関から貸付け又は支払を受けること
ができることとした額及び期間の始期並びに
親事業者が下請代金債権相当額又は下請
代金債務相当額を金融機関へ支払った日

⑭ 電子記録債権で支払うこととした場合は、
電子記録債権の額、下請事業者が下請代金
の支払を受けることができることとした期間
の始期及び電子記録債権の満期日

⑮ 原材料等を有償支給した場合は、その
品名、数量、対価、引渡しの日、決済をし
た日及び決済方法

⑯ 下請代金の一部を支払い又は原材料等
の対価を控除した場合は、その後の下請
代金の残額

⑰ 遅延利息を支払った場合は、遅延利息
の額及び遅延利息を支払った日

このように、親事業者は取引に関する書類を作成し、２年間保存する義
務があります。



親事業者の義務（書類の作成・保存義務②）

18（出典：「知って守って下請法」）

作成すべき書類の記載事項は、発注書に記載する内容に加え、下請事業者から製品
を受領した日や実際に支払った下請代金の額、支払った日等、取引後でないと記録・作
成できない事項が含まれており、発注書等の書面を単に保存しておくだけでは足りませ
ん。

具体的な必要記載事項のうち、取引後に作成する必要がある事項（赤字部分）

⑤ 下請事業者から受領した給付の内容及び給付を受
領した日

⑥ 下請事業者の給付の内容について検査をした場合
は、検査を完了した日、検査の結果及び検査に合格し
なかった給付の取扱い

⑦ 下請事業者の給付の内容について、変更又はやり
直しをさせた場合は、内容及び理由

⑩ 下請代金の額に変更があった場合は、増減額及び
理由

⑪ 支払った下請代金の額、支払った日及び支払手段

⑫ 下請代金の支払につき手形を交付した場合は、手形
の金額、手形を交付した日及び手形の満期

⑬ 一括決済方式で支払うこととした場合は、金融機
関から貸付け又は支払を受けることができることと
した額及び期間の始期並びに親事業者が下請代
金債権相当額又は下請代金債務相当額を金融機
関へ支払った日

⑭ 電子記録債権で支払うこととした場合は、電子記
録債権の額、下請事業者が下請代金の支払を受
けることができることとした期間の始期及び電子記
録債権の満期日

⑮ 原材料等を有償支給した場合は、その品名、数
量、対価、引渡しの日、決済をした日及び決済方
法

⑯ 下請代金の一部を支払い又は原材料等の対価
を控除した場合は、その後の下請代金の残額

⑰ 遅延利息を支払った場合は、遅延利息の額及び
遅延利息を支払った日



親事業者の義務（支払期日を定める義務）

19（出典：「知って守って下請法」、「下請取引適正化推進講習動画テキスト」）

・・・６０日目１日目・・・

受領日
適正な支払期日

受領日から起算して６０日以内

できる限り短い期間



親事業者の義務（遅延利息を支払う義務）

20（出典：「知って守って下請法」）

６０日目１日目

受領日

支払期日

※ 「遅延利息を支払えば下請代金の支払を遅らせてよい」というものではありま
せんので御注意ください。

６１日目

実際の支払日

この日までに支払わないと支払遅延

受領日から起算して６０日以内

遅延利息
１４．６％
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（出典：「知って守って下請法」）



22（出典：「物流特殊指定 知っておきたい「物流分野の取引ルール」）

第２部
物流特殊指定の適用対象取引



23（出典：「物流特殊指定 知っておきたい「物流分野の取引ルール」）

物流特殊指定の適用対象取引のポイント



24（出典：「物流特殊指定 知っておきたい「物流分野の取引ルール」）

物流特殊指定の適用対象取引のポイント



25（出典：「物流特殊指定 知っておきたい「物流分野の取引ルール」）

物流特殊指定の適用対象取引のポイント



26（出典：「物流特殊指定 知っておきたい「物流分野の取引ルール」）

物流特殊指定の適用対象取引のポイント
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物流特殊指定の禁止行為

代金の支払遅延

代金の減額

買いたたき

物の購入強制・役務の利用強制

不当な経済上の利益の提供要請

下請法の禁止行為

不当な給付内容の変更及びやり直し

要求拒否に対する報復措置

情報提供に対する報復措置

割引困難な手形の交付

下請代金の支払遅延

下請代金の減額

買いたたき

物の購入強制・役務の利用強制

割引困難な手形の交付

不当な経済上の利益の提供要請

不当な給付内容の変更及びやり直し

情報提供に対する報復措置

受領拒否

不当な返品

有償支給原材料等の対価の早期決済



28（出典：「物流特殊指定 知っておきたい「物流分野の取引ルール」）



29（出典：「物流特殊指定 知っておきたい「物流分野の取引ルール」）



30（出典：「物流特殊指定 知っておきたい「物流分野の取引ルール」）



31（出典：「物流特殊指定 知っておきたい「物流分野の取引ルール」）
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（出典：「物流特殊指定 知っておきたい「物流分野の取引ルール」）



33（出典：「物流特殊指定 知っておきたい「物流分野の取引ルール」）



34（出典：「物流特殊指定 知っておきたい「物流分野の取引ルール」）



35
（出典：「物流特殊指定 知っておきたい「物流分野の取引ルール」）



36（出典：「物流特殊指定 知っておきたい「物流分野の取引ルール」）



37（出典：「物流特殊指定 知っておきたい「物流分野の取引ルール」）
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本講習動画は以上で終了となります。
御聴講いただきありがとうございました。


